
年 月 日

様

年 月 日 ～ 年 月 日

円

( 　 - )

上記工事に配置する現場代理人及び技術者を以下のとおり定めましたので別紙経歴書を添えて通知します。

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日 ～ 年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日 ～ 年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日 ～ 年 月 日

様式２２

現場代理人・主任技術者・監理技術者届

令和

受注者　住 所

契約番号

工事番号

工 事 名

工事場所

氏 名

発注年度 令和 年度

受注者の許可番号 　

下請予定金額

工　　期 令和

契約金額 税込 該当業種

現場代理人 氏 名
フリガナ

生年月日 　　

技術者１ 　　 補足欄

建設業法上の資格 所有資格

技術者の従事期間
（工期と同じ場合記入不要）

令和

氏
フリ

　名
ガナ

生年月日 　　

入社年月日
監理技術者資格者証番号

（所有者は記入）

技術者２ 　　 補足欄

氏
フリ

　名
ガナ

生年月日 　　

技術者の従事期間
（工期と同じ場合記入不要）

令和

技術者３ 　　 補足欄

入社年月日
監理技術者資格者証番号

（所有者は記入）

建設業法上の資格 所有資格

建設業法上の資格 所有資格

技術者の従事期間
（工期と同じ場合記入不要）

令和

氏
フリ

　名
ガナ

生年月日 　　

入社年月日
監理技術者資格者証番号

（所有者は記入）



【記載事項】
契約番号： 契約番号を記入
工事番号： 仕様書記載の工事番号を記入
当該業種： 建設工事の種類
受注者の許可番号：建設業許可番号を記載

知事　（特　－　２６）　　○○○○○○

下請予定額：５，０００万円以上又は５，０００万円未満を記入
（建築一式の場合は、８，０００万円以上又は８，０００万円未満を記入）

年 月 日

年 月 日

年 月 日 ～ 年 月 日

【添付書類】

１　現場代理人・技術者の経歴書

記入必要項目

・氏名及び生年月日

・受注者への雇用年月日及び現在の雇用状況

・主な主務経験の記載
・共通仕様書（1-1-47 主任技術者及び監理技術者）に該当する項目

２　現場代理人及び技術者の変更および追加の場合

・変更および追加の理由書（任意様式）

技術者１ 補足欄

氏
フリ

　名
ガナ

生年月日

注3）一般競争入札、指名競争入札した工事については、契約前に提出した技術資料に記載した主任技術者又は監理技
術者を配置すること

技術者の従事期間
（工期と同じ場合記入不要）

令和

注1）

注2）営業所専任技術者が当該工事の技術者として従事することができるのは次の条件を全て満たした場合に限る。配
置する場合は「営業所専任技術者配置届」を提出すること
1.当該営業所において契約された工事
2.工事現場と営業所が可児市内であり常時連絡体制をとりうる体制が取れること
3.当該工事に配置する技術者が専任を要しない主任技術者であること
4.所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること

入社年月日
監理技術者資格者証番号

（所有者は記入）

建設業法上の資格 所有資格

主任技術者及び監理技術者は受注者との直接的雇用関係が必要。
専任の主任技術者及び監理技術者は3ケ月以上の恒常的雇用関係が必要。（確認書類：監理技術者資格者証又は健
康保険被保険者証の写しを提出。なお、健康保険被保険者証の写しは、被保険者等記号・番号等を復元できない
程度にマスキングを施すこと。）

大臣許可：大臣

知事許可：知事 を記入

（岐阜県知事以外は別途協議）

一般許可：般

特定許可：特 を記入

許可年度を記入

建設業許可業者の

固有番号を記入

（６桁以下）

監理技術者・主任技術者・専門

技術者・特例監理技術者・監理

技術者補佐を記入

建設業法第26条における専任

（4,500万円以上、建築一式は

9,000万円以上）・非専任を記入

「現場代理人」：現場代理人の兼任

「追加配置技術者」：低入札時の追加配置

「営業所専任技術者」を記入

JV工事においては所属会社を記入

設計図書及び協議により該当工事

と従事期間に相違がある場合のみ記入
技術者の建設業法上の該当資格を記入

第7条第2号イ（指定学科卒業後の実務経験）

第7条第2号ロ（10年以上の実務経験）

第7条第2号ハに定める国家資格・技能検定・実務経験）

第15条第2号イ（技術検定・免許）

第15条第2号ロ（第7条2号イ・ロ-ハ及び一定の実務経験）

第15条第2号ハ（第15条2号イ・ロと同等以上の能力）

実務経験による場合は技術者資格届を別途提出


